
 
 
 
 
 
 
 

平成２６年５月１３日 

 

 

平成２５年度（第１５期）決算について 

 
 
 

  西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）の平成２５年度（第１５期）決算に 

ついて、別添のとおりお知らせします。 

 
 
 

（別添） 

１． 当期の事業の概況 

２． 比較貸借対照表 

３． 比較損益計算書 

４． 株主資本等変動計算書 

５． 営業実績 

６． 比較キャッシュ・フロー計算書 

７． 役員の異動 

 
 
 

【本件に関するお問い合わせ先】 

ＮＴＴ西日本 財務部 会計部門 

佐々木 ・ 梅 田 

ＴＥＬ :０６－４７９３－３１４１ 

E-Mail：kessan-info@west.ntt.co.jp 
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１.当期の事業の概況 

 

 

当事業年度における世界経済は、米国が堅調に推移し、欧州にも持ち直しの兆しが見ら

れたものの、中国などの新興国経済の減速により、総じて成長は緩やかなものとなりまし

た。わが国経済は、政府などの政策効果を背景として、内需を中心に緩やかな回復が続き

ました。  

情報通信は、ＩＣＴが高度に利活用されるユビキタスネットワーク社会の形成に向け、

社会経済活動の効率化・活性化、国民生活の利便性向上等に大きく貢献することが期待さ

れており、官民一体となってその実現に取り組んでいるところです。また、情報通信市場

は、ブロードバンド化・グローバル化の進展、スマートフォンやタブレット端末及びソー

シャルメディア等の普及により、ニーズの高度化・多様化が更に進み、プラットフォーム

型サービスやクラウドサービスが拡大するなど、市場の構造変化が進展しており、地域通

信市場においては、光アクセスやＣＡＴＶを利用したブロードバンドサービスのキャリア

間競争に加え、モバイルの高速化によるサービス間競争が進み、固定と移動、通信と放送、

更には、多様な無線端末の活用によるサービスの融合が進展するなど、大きく変化してき

ています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、良質かつ安定的なユニバーサ

ルサービスの提供・維持に努めるとともに、ネットワークの光化・ＩＰ化への円滑なマイ

グレーションの推進、ブロードバンドサービスの基盤となる光アクセス網の充実など、情

報通信市場における信頼性・公共性の確保に努めてまいりました。 

また、お客様が“より快適で安心・安全に”、“いつでもどこでも何にでも”つながるブ

ロードバンド・ユビキタスネットワーク環境の充実を図るとともに、お客様の利用形態に

合わせた多様かつ低廉なサービスの提供に努めてまいりました。 

 

 

＜１＞ 光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

光・ＩＰ系サービスの推進については、より快適で安心・安全なＮＧＮの提供を進め、

光アクセスラインを利用した光ＩＰ電話や映像サービス、並びに様々なプレイヤーとのア

ライアンスによる新たなサービスの創造等、光サービスの利用拡大に取り組むとともに、

Ｗｉ－Ｆｉプラットフォームの拡充等ブロードバンド・ユビキタスネットワーク環境の実

現に取り組みました。 

「フレッツ光」については、新規の「フレッツ光」お申し込みが更にお得になる「どー

んと割」の提供開始等、新規販売拡大に努めるとともに、公式Ｗｅｂサイトからの新規お

申し込みがもっとお得になる「Web 光もっと 2割」の提供等、サービスの充実に取り組み

ました。また、中小市場においても「フレッツ 光ライト」の販売を推進するほか、非現

金決済の更なる普及・利用拡大を担い、街の店舗活性化へ寄与することを目的とした、シ

ンプルで導入しやすい決済サービス「フレッツ・スマートペイ」の提供を開始しました。 

「光ＩＰ電話」については、法人向け光ＩＰ電話サービスにおいて、「ひかり電話オフ

ィスＡ（エース）」「ひかり電話オフィスタイプ」「ひかり電話ビジネスタイプ」がご好評

をいただき、加速的に普及拡大した結果、3サービスの合計契約数が平成 25 年 11 月に 150

万チャネルを突破しました。また、「ひかり電話」において高品質なテレビ電話の定額サ
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ービス「テレビ電話チョイス定額」のスペック拡大等、サービス内容の拡充にも取り組み

ました。 

映像サービスについては、次世代ＳＴＢ「光ＢＯＸ＋」の提供を開始するとともに、ア

ライアンスによる多様なアプリケーションを提供しました。また、空間共有コミュニケー

ションを実現する「光だんらんＴＶ」の機能拡充等、新しいライフスタイルの創造に取り

組みました。 

様々なプレイヤーとのアライアンスについては、地元スーパーとの協業による「光ＢＯ

Ｘ＋」を活用した「ネットスーパー」を展開したほか、綜合警備保障株式会社様との協業

による家庭向け自主防犯対策サービス「フレッツ ｄｅ ＡＬＳＯＫ」の提供開始等、様々

な分野においてＩＣＴサービスを活用したアライアンスビジネスの展開に取り組みまし

た。 

Ｗｉ－Ｆｉサービスについては、現在提供中の「ホームゲートウェイ無線ＬＡＮカード」

及び「光ポータブル」に加え、新たに「光ポータブルＬＴＥ」のレンタルを開始するなど、

Ｗｉ－Ｆｉサービスの普及・拡充に取り組んできた結果、家庭内Ｗｉ－Ｆｉサービスの契

約数が平成 25 年 11 月に 100 万契約を突破しました。また、外出先でのＷｉ－Ｆｉ利用ニ

ーズに応えるため、他事業者の公衆無線ＬＡＮサービスとのローミングによる「フレッ

ツ・スポット（Web 認証方式）」のアクセスポイント拡大に取り組みました。更には、各自

治体との連携によるＷｉ－Ｆｉ環境の整備等、Ｗｉ－Ｆｉプラットフォームの拡充に取り

組みました。 

その他、サポートサービスについては、お客様の快適なブロードバンドライフをトータ

ルでサポートするため、現在提供している「リモートサポートサービス」「セキュリティ

機能ライセンス・プラス」「ひかり機器保証」をパッケージ化し、割安なパック料金で提

供する「フレッツあんしんパック」の提供を開始しました。 

 

 

＜２＞ ソリューションビジネスの取り組み 

大規模並びに中小事業所向けの取り組みとしては、データセンターやプラットフォーム

のメニューを中心とした「Biz ひかりクラウド」サービスを中心に、自治体や企業の経営

課題を解決へと導く様々なソリューションを提供いたしました。 

クラウドサービスの拡充については、「Biz ひかりクラウド」の新しいサービスラインナ

ップとして、クラウドの拡張性を持ちつつ、手軽にウェブやメール機能をご利用いただけ

るマネージドタイプのホスティングサービスである「スマートコネクト マネージドサー

バ」の提供を開始しました。 

自治体と連携した取り組みについては、平成 24 年 2 月から熊本県・市と連携して実施

している「スマートひかりタウン熊本」プロジェクトの一環として「住民参加型ハザード

マップ作成サービス」のフィールドトライアルを実施し、サービスの有効性及び住民の防

災への意識向上の結果を経て、住民自らが地域の防災マップを簡単に作成・共有できる「地

域防災ハザードマップ」として「Biz ひかりクラウド」のサービスラインナップに追加し

たほか、「高齢者向けの健康づくり、見守り・生活支援トライアル」の結果を受け、「シニ

ア向けライフサポートサービス」に見守り・生活支援サービスを追加するなど、ＩＣＴを

用いた安心・安全・便利な暮らしの実現及び地域活性化に貢献しました。 

その他、中小事業所のお客様サポートについては、マイクロソフト社のＷｉｎｄｏｗｓ 

ＸＰサポートが平成 26 年 4 月に終了することを踏まえ、「オフィスネットおまかせサポー
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トサービス」において、パソコンのデータ移行等をお手伝いする訪問サポート「Ｗｉｎｄ

ｏｗｓ ＸＰデータ移行おまかせプラン」を新たに追加するなど、サポートサービスの充

実を図りました。 

 

 

＜３＞ 事業運営体制の状況等 

事業運営体制については、平成 25 年 10 月に当社グループの事業運営体制の見直しを行

い、よりスピーディかつ効率的なグループ経営を推進していく体制を構築しました。特に、

ビジネス営業体制については、大口法人、中堅・中小企業、ＳＯＨＯ等のビジネス市場全

体をシームレスにカバーし、収益性の高い市場に経営資源をシフトすることで、ビジネス

市場における収益拡大を図る観点から、平成 25 年 7 月に「法人営業本部」及び「営業本

部オフィス営業部」を「ビジネス営業本部」として再編し、平成 25 年 10 月に新たにビジ

ネス営業を中心とする「ＮＴＴビジネスソリューションズ株式会社」を設立しました。 

設備の維持については、台風等大規模災害を想定したブロック単位での防災訓練の実施

及び南海トラフ巨大地震を想定した演習の実施等、災害対策体制の強化に向けた取り組み

を実施したほか、サービス品質維持向上及びＩＰサービスの運用強化に向けた実践的演習

を実施しました。また、設備事故の未然防止について、引込線垂下りによる第三者事故撲

滅に向けた計画的な設備点検を実施するとともに、現場作業における人身事故防止につい

ては、作業安全マニュアルの制定及び作業安全推進キャラバンによる安全施策の展開を実

施しました。 

その他、黒字経営の維持に向けたコストコントロールの徹底については、端末機器の利

活用及び資材調達業務の効率化による物品費の低減をはじめ、無派遣工事の更なる拡大及

び配管レスキューによるＢＯ（バックオーダー）の削減等、光サービス工事の更なる効率

化に取り組みました。また、故障修理におけるＤＩＹ（お客様自身による機器交換）の拡

大等、保守運用業務の効率化にも取り組みました。 

 

 

＜４＞ ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサービスと信頼を提供し、“コミュニケ

ーション”を通じて、人と社会と地球がつながる安心･安全で豊かな社会の実現に貢献し

ていくことを謳った、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月制定）を基本に、「コ

ンプライアンスの徹底」「安心・安全な社会づくり」「事業を通じた価値創造」の 3つをＣ

ＳＲ活動の柱に掲げるとともに、「視える化」指標を策定し、社員一人ひとりが法令等の

遵守、安心・安全な通信サービスの提供、環境負荷低減などのＣＳＲ活動に取り組みまし

た。 

「コンプライアンスの徹底」については、ＮＴＴ西日本グループの信頼を揺るがすリス

クの高い 5項目（「業務上の不正」「飲酒運転」「情報セキュリティ事故」「パワーハラスメ

ント」「人権の尊重」）の発生防止等重点的に取り組んできたところですが、「日本電信電

話株式会社等に関する法律」における収賄容疑で、当社社員が平成 26 年 1 月に逮捕、同

年 2月に起訴されたことを受け、今後の再発防止及び更なる企業風土の改善に向け、より

一層の社員意識啓発の徹底等全社的な取り組みの推進を行いました。 

環境経営については、平成 24 年 6 月に制定した「グリーンＮＴＴ西日本戦略」に基づ

き、「環境グランドデザインの達成」に向けて、電力使用量削減、紙使用量削減、廃棄物
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削減に取り組むとともに、「環境・エネルギー事業の展開」において、ＩＣＴによりいつ

でも栽培状況が確認できる水耕栽培型レンタル農園「みえ～るエコ畑」を開園したほか、

「生物多様性保全活動の推進」を目的とした「ＮＴＴ西日本 みどりいっぱいプロジェク

ト」における植樹活動の継続等、環境負荷低減社会の実現に取り組みました。 

これらＣＳＲの取り組みについては、ＮＴＴグループＣＳＲ憲章の理念を浸透させつつ、

グループ一体となったＣＳＲ活動の一層の推進や環境経営の強化に努めるとともに、「Ｎ

ＴＴ西日本グループＣＳＲ報告書 2013」及び「ＮＴＴ西日本グループ環境報告書 2013」

を公開し、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

 

 

＜５＞ 営業収益等 

以上の取り組みの結果、営業収益は 1兆 5,896 億円（前年同期比 2.4%減）、営業利益は

163 億円（前年同期比 14.7％減）、経常利益は 260 億円（前年同期比 8.2％減）、当期純利

益は 187 億円（前年同期比 10.7％減）となりました。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産 　

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ４６８，９３７ ４４６，００３ △ ２２，９３４

　　　　空中線設備 ６，８１６ ６，２１２ △ ６０３

　　　　端末設備 １８，４０８ １８，１９４ △ ２１３

　　　　市内線路設備 ９２３，７６７ ９５６，３８４ ３２，６１６

　　　　市外線路設備 ２，５９７ ２，４３２ △ １６４

　　　　土木設備 ５６２，０１８ ５５１，３５７ △ １０，６６１

　　　　海底線設備 ２，０９６ ３，０６７ ９７１

　　　　建物 ３７６，０２３ ３６３，２９２ △ １２，７３０

　　　　構築物 １４，０６４ １３，９６６ △ ９７

　　　　機械及び装置 １，３３５ １，３９５ ５９

　　　　車両及び船舶 ２２０ ２６３ ４３

　　　　工具、器具及び備品 ３５，４１８ ３４，０２０ △ １，３９７

　　　　土地 １７４，８１９ １７４，４３９ △ ３７９

　　　　リース資産 ７３５ ２６１ △ ４７４

　　　　建設仮勘定 ３０，４５３ １７，４９８ △ １２，９５４

　　　　有形固定資産合計 ２，６１７，７１２ ２，５８８，７９１ △ ２８，９２１

　　　無形固定資産 ７１，９６８ ７４，２４４ ２，２７５

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，６８９，６８１ ２，６６３，０３６ △ ２６，６４５

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 ４，０６７ ４，５７６ ５０９

　　　関係会社株式 ３９，３４８ ３９，３７３ ２４

　　　出資金 ６６７ ５３２ △ １３５

　　　長期前払費用 ３，０３３ ３，４７１ ４３７

　　　前払年金費用 ４，５４２ １２，６７３ ８，１３１

　　　繰延税金資産 ９１，７６１ ９３，６６４ １，９０３

　　　その他の投資及びその他の資産 ７，４９３ ７，２７１ △ ２２１

　　　貸倒引当金 △ ２４９ △ ５５１ △ ３０１

　　　投資その他の資産合計 １５０，６６５ １６１，０１２ １０，３４６

　　固定資産合計 ２，８４０，３４７ ２，８２４，０４８ △ １６，２９８

　流動資産

　　現金及び預金 ２９，７９９ ３３，２７３ ３，４７４

　　受取手形 ８ ４４３ ４３５

　　売掛金 ２１９，９０８ ２０１，６０６ △ １８，３０２

　　未収入金 １０２，５１２ ９６，２７８ △ ６，２３３

　　有価証券 ６ １６ １０

　　貯蔵品 ３８，２２２ ３５，２３４ △ ２，９８８

　　前渡金 １，３３４ ２，３１５ ９８１

　　前払費用 ６，０９６ ６，３４２ ２４６

　　繰延税金資産 ２，８７１ ３，３１３ ４４２

　　預け金 ５５，０００ ５５，０００ △ ０

　　その他の流動資産 ９，０２３ ７，６９１ △ １，３３２

　　貸倒引当金 △ １，３６２ △ ５１８ ８４４

　　流動資産合計 ４６３，４２１ ４４０，９９８ △ ２２，４２２

　資産合計 ３，３０３，７６８ ３，２６５，０４７ △ ３８，７２１

（平成25年３月31日） （平成26年３月31日）

 ２．比較貸借対照表 

科 目
第 14 期 第 15 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ９５１，７９７ ８８４，４２７ △ ６７，３７０

　　リース債務 ９１７ ６９１ △ ２２５

　　退職給付引当金 ２２１，２７０ ２２８，３３７ ７，０６７

　　ポイントサービス引当金 ４，８８２ ７，１７８ ２，２９５

　　未使用テレホンカード引当金 １１，９６０ １０，４８０ △ １，４８０

　　環境対策引当金 － ５，７２１ ５，７２１

　　資産除去債務 ３０９ ３４２ ３２

　　その他の固定負債 ９，５３１ ６，７３４ △ ２，７９６

　　固定負債合計 １，２００，６６９ １，１４３，９１３ △ ５６，７５５

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １８２，０５７ １５７，３７０ △ ２４，６８７

　　買掛金 ７２，３１５ ６１，８８３ △ １０，４３１

　　短期借入金 － ７２，０００ ７２，０００

　　リース債務 １，６８１ ４７１ △ １，２１０

　　未払金 ２０１，６４２ １８０，８５３ △ ２０，７８９

　　未払費用 １４，３９１ １４，１８８ △ ２０２

　　未払法人税等 １，００５ １，１３３ １２８

　　前受金 ３，０７６ ３，１１０ ３４

　　預り金 １１３，９５３ １２１，３０２ ７，３４９

　　前受収益 １００ １２３ ２２

　　環境対策引当金 － ２，３７０ ２，３７０

　　資産除去債務 － ４ ４

　　その他の流動負債 ２，００６ ４，５７９ ２，５７３

　　流動負債合計 ５９２，２３１ ６１９，３９１ ２７，１６０

　負債合計 １，７９２，９００ １，７６３，３０５ △ ２９，５９５

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３１２，０００ ３１２，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　　資本剰余金合計 １，１７０，０５４ １，１７０，０５４ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 ２８，６４５ １９，２７２ △ ９，３７２

　　　利益剰余金合計 ２８，６４５ １９，２７２ △ ９，３７２

　　株主資本合計 １，５１０，６９９ １，５０１，３２６ △ ９，３７２

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 １６９ ４１５ ２４５

　　評価・換算差額等合計 １６９ ４１５ ２４５

　純資産合計 １，５１０，８６８ １，５０１，７４２ △ ９，１２６

負債・純資産合計 ３，３０３，７６８ ３，２６５，０４７ △ ３８，７２１

科 目
（平成25年３月31日） （平成26年３月31日）

第 14 期 第 15 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，４８２，９８２ １，４２５，６６６ △ ５７，３１６

　営業費用

　　営業費 ４０１，３７８ ３９４，０９４ △ ７，２８３

　　運用費 １２，７４５ １１，９７９ △ ７６６

　　施設保全費 ３８０，５２２ ３６１，９５２ △ １８，５６９

　　共通費 ６０，９６１ ６０，６４４ △ ３１７

　　管理費 ８６，００７ ８２，８１４ △ ３，１９３

　　試験研究費 ４７，７９０ ４４，９８２ △ ２，８０８

　　減価償却費 ３４５，７１１ ３２６，３９１ △ １９，３１９

　　固定資産除却費 ４３，８３５ ４５，９５４ ２，１１９

　　通信設備使用料 ３０，２８２ ２９，７８８ △ ４９３

　　租税公課 ６５，２２４ ６４，８２２ △ ４０２

　　営業費用合計 １，４７４，４５９ １，４２３，４２４ △ ５１，０３４

　電気通信事業営業利益 ８，５２３ ２，２４１ △ ６，２８１

附帯事業営業損益

　営業収益 １４４，９９８ １６３，９３４ １８，９３５

　営業費用 １３４，３１７ １４９，７９５ １５，４７８

　附帯事業営業利益 １０，６８１ １４，１３８ ３，４５６

営業利益 １９，２０５ １６，３７９ △ ２，８２５

営業外収益

　受取利息 ４ １３ ８

　有価証券利息 ５ ４ △ ０

　受取配当金 ８５８ １，９０２ １，０４３

　物件貸付料 ３７，０２９ ３５，９０７ △ １，１２２

　雑収入 ４，８８７ ３，８５３ △ １，０３３

　営業外収益合計 ４２，７８５ ４１，６８０ △ １，１０４

営業外費用

　支払利息 １４，９４２ １３，２１２ △ １，７２９

　物件貸付費用 １６，７２７ １６，７５５ ２８

　雑支出 １，９３８ ２，０３０ ９２

　営業外費用合計 ３３，６０７ ３１，９９８ △ １，６０８

経常利益 ２８，３８２ ２６，０６１ △ ２，３２１

特別損失

　環境対策引当金繰入額 － ６，０８７ ６，０８７

　特別損失合計 － ６，０８７ ６，０８７

税引前当期純利益 ２８，３８２ １９，９７３ △ ８，４０８

法人税、住民税及び事業税 △ ４９４ ３，７３５ ４，２３０

法人税等調整額 ７，９３８ △ ２，４６９ △ １０，４０７

当期純利益 ２０，９３９ １８，７０７ △ ２，２３１

 ３．比較損益計算書 

平成25年４月１日から平成24年４月１日から
平成26年３月31日まで

第 14 期 第 15 期

増 減 （ △ ）
平成25年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 38,905 38,905 1,520,959 24 24 1,520,983

当期変動額          

剰余金の配当    △ 31,200 △ 31,200 △ 31,200   △ 31,200

当期純利益    20,939 20,939 20,939   20,939

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      145 145 145

当期変動額合計 － － － △ 10,260 △ 10,260 △ 10,260 145 145 △ 10,115

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 28,645 28,645 1,510,699 169 169 1,510,868

当事業年度  （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 312,000 1,170,054 1,170,054 28,645 28,645 1,510,699 169 169 1,510,868

当期変動額          

剰余金の配当    △ 28,080 △ 28,080 △ 28,080   △ 28,080

当期純利益    18,707 18,707 18,707   18,707

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      245 245 245

当期変動額合計 － － － △ 9,372 △ 9,372 △ 9,372 245 245 △ 9,126

当期末残高 312,000 1,170,054 1,170,054 19,272 19,272 1,501,326 415 415 1,501,742

 ４．株主資本等変動計算書 

純資産
合計

資本金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

評価・換算差額等

資本
準備金

株主資本

利益剰余金

資本
剰余金
合計 繰越利益

剰余金

評価・換算差額等株主資本

資本剰余金

株主資本
合計

資本金

繰越利益
剰余金

利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計

評価・換算
差額等
合計

その他
有価証券

評価
差額金

純資産
合計
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ５７９，８０１ ５２３，３００ △ ５６，５００ △ ９．７ 

（再）基本料 ４１６，０８８ ３７９，６０７ △ ３６，４８１ △ ８．８ 

（再）通話料 ４３，８６４ ３８，８９０ △ ４，９７３ △ １１．３ 

（再）相互接続通話料 ８０，１４３ ７０，４４１ △ ９，７０２ △ １２．１ 

　ＩＰ系収入 ６６０，９０２ ６７１，６１４ １０，７１１ １．６ 

　専用収入（ＩＰ系除く） １１２，１７２ １０４，３６１ △ ７，８１０ △ ７．０ 

　電報収入 １８，４８４ １７，１２１ △ １，３６３ △ ７．４ 

　その他の電気通信事業収入 １１１，６２１ １０９，２６９ △ ２，３５２ △ ２．１ 

電気通信事業営業収益合計 １，４８２，９８２ １，４２５，６６６ △ ５７，３１６ △ ３．９ 

附帯事業営業収益合計 １４４，９９８ １６３，９３４ １８，９３５ １３．１ 

営業収益合計 １，６２７，９８１ １，５８９，６００ △ ３８，３８１ △ ２．４ 

 ５．営業実績 

第14期

平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで 平成26年３月31日まで

科 目

第15期
増　減　額

（△）平成25年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ２８，３８２ １９，９７３ △ ８，４０８

　減価償却費 ３５４，９８１ ３３５，８６７ △ １９，１１３

　固定資産除却損 １８，３６５ ２０，７７６ ２，４１０

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ３，４２４ ７，０６７ １０，４９１

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ １０，４８９ ２３，０２２ ３３，５１１

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ３，０４１ ５，０９７ ８，１３８

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ １７，２７９ △ ２１，８４２ △ ４，５６２

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 １，３８４ △ １，８３２ △ ３，２１７

　その他 ６５３ ２３，６７８ ２３，０２４

　小計 ３６９，５３３ ４１１，８０８ ４２，２７５

　利息及び配当金の受取額 ８６８ １，９１９ １，０５１

　利息の支払額 △ １５，２４１ △ １３，７３３ １，５０８

　法人税等の受取又は支払（△）額 ４，９０２ ２３１ △ ４，６７１

　営業活動によるキャッシュ・フロー ３６０，０６１ ４００，２２６ ４０，１６４

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３５３，６９４ △ ３４２，９９４ １０，６９９

　固定資産の売却による収入 ２，６５０ ３，９０９ １，２５９

　投資有価証券等の取得による支出 △ ４１１ △ １６７ ２４４

　投資有価証券等の売却による収入 １３５ １６ △ １１９

　その他 △ ３，８８８ △ ８，３４６ △ ４，４５８

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３５５，２０７ △ ３４７，５８２ ７，６２５

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １７２，９０７ ９０，０００ △ ８２，９０７

　長期借入金の返済による支出 △ １３３，１５１ △ １８２，０５７ △ ４８，９０５

　短期借入による増減（△）額 △ ３０，０００ ７１，９９４ １０１，９９４

　リース債務の返済による支出 △ １，８４６ △ １，６９３ １５２

　配当金の支払額 △ ３１，２００ △ ２８，０８０ ３，１２０

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２３，２９０ △ ４９，８３６ △ ２６，５４５

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ １８，４３６ ２，８０８ ２１，２４４

現金及び現金同等物の期首残高 １０４，１４８ ８５，７１１ △ １８，４３６

現金及び現金同等物の期末残高 ８５，７１１ ８８，５２０ ２，８０８

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 平成24年４月１日から 平成25年４月１日から
平成25年３月31日まで 平成26年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 14 期 第 15 期
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7. 役 員 の 異 動 

                              平成２６年６月２０日予定 

（１）新任取締役候補 

    古 堅 一 成   （ビジネス営業本部 クラウドソリューション部長） 

    伊 藤 正 三   （人事部長） 

    太 田 修 司   （営業本部 ビジネスパートナー営業部長） 

    遠 竹   泰   （㈱ＮＴＴフィールドテクノ 代表取締役社長） 

    北 村 美 樹 浩   （営業本部 マーケティング部長） 

 

（２）退任予定取締役 

    代表取締役副社長 髙 畠 宏 一 （㈱ミライト・ホールディングス入社予定） 

    常務取締役    廣 瀬 雄 二 郎 （日本情報通信㈱入社予定） 

    取締役      福 元 秀 典 （西日本システム建設㈱入社予定） 

    取締役      大 竹 伸 一 （当社、相談役就任予定） 

 

（３）代表取締役及び役付取締役予定者 

  ① 代表取締役社長予定者 

     代表取締役社長  村 尾 和 俊 

 

② 代表取締役副社長予定者 

代表取締役副社長 小 椋 敏 勝 

取締役      熊 本 敏 彦 

 

③ 常務取締役予定者 

         取締役      酒 井 紀 雄 

         取締役      木 村 丈 治      

   

（４）役員の人事の予定について 

                              委嘱日 平成２６年６月２０日 

 

〔新役職名及び新委嘱・担当業務〕  （氏   名）   〔現役職名及び現委嘱・担当業務〕 

 

   代表取締役副社長         小 椋  敏 勝    代表取締役副社長 

営業本部長                       営業本部長 

 ビジネス営業本部担当                  ビジネスデザイン部担当 

 ビジネスデザイン部担当                 経営企画部担当 

 経営企画部担当                     財務部担当 

財務部担当                       人事部担当 

人事部担当                       総務部担当 

総務部担当                       コンプライアンス・ＣＳＲ担当 

コンプライアンス・ＣＳＲ担当           

 

   代表取締役副社長         熊 本  敏 彦    取締役 

設備本部長                        設備本部 ネットワーク部長 
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常務取締役            酒 井  紀 雄     取締役 

経営企画部長                      経営企画部長 

情報セキュリティ推進部担当               情報セキュリティ推進部担当 

     

常務取締役            木 村  丈 治     取締役 

   技術革新部長                      技術革新部長 

   

    取締役              黒 田  吉 広     取締役 

   設備本部                        中国事業本部長 

ネットワーク部長                    広島支店長兼務 

 

   取締役              太 田  真 治    取締役 

   関西事業本部長                     関西事業本部長 

   大阪支店長兼務                     大阪支店長兼務 

   

   取締役              東田盛  正 治    取締役 

   東海事業本部長                     東海事業本部長 

   名古屋支店長兼務                    名古屋支店長兼務 

   

   取締役              玉 村  知 史    取締役 

   九州事業本部長                     九州事業本部長 

   福岡支店長兼務                     福岡支店長兼務 

   

   取締役              古 堅  一 成    
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